
 

4  2024.10 労 働 調 査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．リスキリングが 

必要とされる背景 
 

2023年に岸田前首相が所信表明演説において、

リスキリング推進のために５年間で１兆円の投資

を行うと表明し、国策として取り上げられるよう

になった。もともと欧米でリスキリングが注目さ

れた理由は、技術的失業を防ぐ最大の解決策とし

て導入されたことにある。技術的失業とは、ＡＩ

やロボティクス等のデジタル技術の浸透による労

働の自動化によって、人間の雇用が無くなる社会

的課題を指す。デジタル分野で多くの雇用が生ま

れているため、こうした技術的失業は起きないと

いう論調もあるものの、新しく生まれているデジ

タル分野の業務を担うためには、現在の多くの労

働者のスキルが不十分であるため、スキルギャッ

プが生じ、技術的失業が生まれるのである。 

デジタル化の重要性は認識されつつも遅々とし

て進まなかったことと同時に、リスキリングへの

理解も進まない状況が日本では続いていた。しか

し、新型コロナウィルス感染症が広まり、働き方

におけるデジタル化が始まり、非対面型のデジタ

ル分野の新規事業創出を含む、ＤＸ等の企業変革

の必要性が高まってきたことが大きな転機となっ

た。肝心のデジタル人材は未だ希少で、人的資本

経営に対する注目も重なり、ＤＸを遂行するため

の人への投資の最大の施策としてリスキリングが

着目されるようになったのである。 

リスキリングを導入することで慢性化する人手

不足を解消する手段にもなる。少子高齢化と地域

の過疎化が重なり、日本全国で慢性的な人材不足

に陥っている企業が多く存在し、特に飲食業など

では新型コロナウィルス感染症の蔓延による影響

から回復基調にあるものの、最低時給を上げて募

集をかけても人材を雇えない事態が続いている。

こうした事態を打開するための一つの解決策とし

て、リスキリングによって既存社員の成長を支援

し、生産性を高めていくことが急務となってきて

いるのである。 

 

２．リスキリングとは 
 

 

リスキリングという言葉の和訳については、

（学び直し）という表現が散見されるが、実は

（学び直し）は半分正解、半分不正解な表現であ

る。日本では新しいことを学ぶ部分のみに注目が
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集まっているが、リスキリングは身につけたスキ

ルを実践して、特に社内の成長事業や成長産業で

新しい仕事に就くことまでを含む。リスキリング

の元となっているリスキルという動詞は、「（従業

員に）新しいスキルを再習得させる」という意味

であるため、組織の変革ニーズに伴って組織が従

業員をリスキルするのである。つまり、リスキリ

ングは、組織が実施責任を持つ業務の一環である

といえる。従業員視点に置き換えると、リスキリ

ングは「新しいことを学び、新しいスキルを身に

つけ実践し、そして新しい業務や職業に就くこと」

である。 

実は学び直しという言葉は、リカレント教育と

いう言葉が流行っていた時に用いられた表現で、

図表１はリカレント教育とリスキリングの違いを

説明した図である。 

 

図表１ リスキリングとリカレント教育の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般社団法人ジャパン・リスキリング・イニシアチブ作成資料 

 

日本では2010年代からリカレント教育を推し進

める動きがあった。リカレント教育は生涯学習の

一手法で、個人の関心が原点となっており、時間

と費用の捻出は個人が行う。仕事を継続しながら

私費で大学院に通学するといったことが可能な従

業員は限られているため、産業界ではなかなか定

着しなかった経緯がある。一方で企業変革に伴う

デジタルトランスフォーメーションを完遂するた

めのデジタル人材育成という観点において、欧米

では個人任せにせず、組織の業務の一環としてリ

スキリングを導入していったため、それが現在の

デジタル競争力ランキングに顕著に日本との差が

現れている。皮肉にも日本においては、新型コロ

ナウィルス感染症の広がりから働き方やビジネス

モデルが変化し、本格的なデジタル活用が日本で

も必要となり、世界に遅れてやっとリスキリング

に注目が集まってきたのである。 

また、従来のスキルアップという言葉とリスキ

リングの違いは何か、という質問をよく頂戴する。

スキルアップという言葉は実は和製英語で海外で

は通じない表現であり、一般的に海外ではアップ

スキリングという言葉を使用する。アップという

言葉のイメージからもお分かり頂けるように、今

までの延長線上に上に行くイメージである。例え
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ば、経理部の方がより高度な経理のスキルを身に

つける、そういった場合はアップスキリングと呼

ぶ。従来企業が実施してきている人材育成施策の

多くは、このアップスキリングに該当するのでは

ないかと、見受けられる（図表２）。 

 

図表２ リスキリングとアップスキリングの違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．リスキリングの 

効果と導入メリット 
 

企業がリスキリングを導入することで、様々な

効果が期待できる。まず１つ目は、デジタルトラ

ンスフォーメーション等による新規事業創出、お

よび将来の自社の成長事業を成功に導く人材育成

が可能となることである。高度なデジタルスキル

を持つ人材を社外から採用することは給与レンジ

の課題もあり、現実的に難しい側面がある。社内

でデジタル人材をリスキリングによって育成して

いくことは、時間はかかるものの、将来の新しい

事業の担い手となる従業員が育っていき、組織全

体の人材レベルの底上げにつながる。 

２つ目は、従業員の退職を防止し、エンゲージ

メント向上をもたらすことである。若い世代では

特に、「自分を成長させてくれる会社で働きたい」

というニーズが高まっている。リスキリングを導

入している企業においては、従業員の成長を支援

していくため、会社に対する感謝の念が向上し、

人材が定着、在職率が長くなる傾向が顕著に出て

いる。 

そして３つ目に、社外の優秀な人材を惹きつけ

ることできることである。特に米国で新たに始ま

っている採用のトレンドとして、一度やめた従業

員を再び迎え入れるリファーラル採用を高める効

果がリスキリングの支援体制にあることに注目が

集まっている。まず、社内の従業員が社内でリス

キリングをした経験や取得した資格などを自分の
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LinkedIn等のビジネスＳＮＳで投稿を行う。「私

の会社に入社すれば、素晴らしいリスキリング環

境があり、自分の成長の支援をしてくれる」とい

うメッセージを未来の候補者の方々に届ける採用

マーケティングの効果が絶大なのである。特にミ

レニアム世代、Ｚ世代と呼ばれる若い世代は、会

社のビジョンやパーパスに共感できない、自分の

成長環境がない、ということにとても敏感で、彼

らが退職する大きな理由となっている。自社の従

業員をリスキリングすることが、優秀な人材を外

部から採用することに繋がってゆくのである。 

こうしてリスキリングの支援体制が整っている

ことを全面的に広報していくことで、人材が育ち、

退職を防止し、そして優秀な人材を惹きつける採

用に結びつけることで、人材不足を解消すること

ができるのである。人材が育ち、成長事業を牽引

し、利益が拡大できることで、給与として還元す

ることも可能になり、リスキリングを成功させる

と、企業にとっては、三方よしの状態を生み出す

ことができるのである。 

 

４．リスキリングを導入する 

上での課題と解決策 
 

企業の経営者の皆さまから一番よく伺うリスキ

リングの課題は、「リスキリングをすると従業員

が辞めてしまう」という思い込みである。ある経

営者の方には、「安い給料で騙しだまし働いても

らっているのに、リスキリングなんて言ってやる

気になって転職されたら困るんだよ」と言われた

こともある。実はこれには大きな誤解があるので

ある。 

リスキリングを実施したにも関わらず、新しく

身につけたスキルを仕事で活かす機会がない、ま

た処遇も変わらない、という場合に従業員の方々

は転職を検討し始めるのである。実はリスキリン

グを自社で開始する前に一番大切なことは、自社

の将来の成長事業を従業員の方々に示し、その戦

略に必要なスキルを示し、リスキリングを通じて

従業員の方に身につけてもらうことが大切なので

ある。この会社で働いていても将来安心だと思っ

てもらえるように、自社の成長事業を担う方々を

育成していくために、リスキリングは必須なので

ある。そして成長事業が大きくなり、利益を創出

し、それが従業員の方々に給与として還元される、

これが実現できる場合には、従業員の方々は自社

に貢献して働き続けたいと感じるのだ。間違って

もリスキリングをすると従業員が転職してしまう

のではなく、スキルを身につける機会がないこと

や給与が変わらないといった環境が原因なのであ

る。繰り返しになるが、そのためにも経営者は自

社の成長事業を創出し、必要なスキルを従業員の

方々に身につけてもらうための計画を共有し、明

示する必要があるのである。 

また、日本企業から一番多い質問は、「中高年

のリスキリング方法はどうしたら良いか？」とい

うものである。その質問にお答えする前に、いつ

も私が逆に質問をさせて頂くことが以下の５つで

ある。 

 

①早期退職を運用しているか？ 

②役職定年を行っているか？ 

③リスキリング後も戦力としてみなすか？ 

④受け入れ先（配置転換の用意）はあるか？ 

⑤成果が出るまでに長時間かかる覚悟はある

か？ 

 

実は中高年個人の視点に立ってみると、上記の

①〜⑤について前向きな環境がなければ、自分ご

ととしてリスキリングに取り組む意欲は湧きづら

い。役職定年や定年に向かっていく中で、自身の

給与も減り、役職もなくなるのであれば、リスキ
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リングに取り組む意欲が低くなり、やっても無駄

であると考えるのも至極真っ当な意見である。そ

のため、中高年再戦力化が必要な会社においては、

リスキリングをした結果、前向きな未来（成長で

きる環境がある）、自己効力感（自分はできる）、

心理的安全性（知らない、と馬鹿にされない）、

尊重される環境（役職定年の反動）、自分ごと化

できる理由（デメリットよりもメリットが大きい）

など、組織として中高年の方々に、前向きになる

環境を用意できるかどうかにかかっているのであ

る。 

 

５．リスキリングを 

成功させるための組織作り 
 

リスキリングについての正しい理解が進むと、

経営者の皆さまのリスキリングに対する関心が高

まり、どうやって取り組んだら良いか、というご

質問を頂戴するようになる。特に、経営資源に限

りのある中小企業においては、なかなか自社の資

金、人材だけでリスキリングを進めていくことが

難しいというお声もよく伺う。一方で従業員人数

が数十名規模の会社でも、リスキリングに成功し、

成長事業を創出し、従業員が成長事業を担う人材

として育っている企業があることも事実なのであ

る。以下、経営者と人事部に必要な７つのアクシ

ョンをぜひご参照頂きたい。 

 

① 全社共通のリスキリング制度づくり 

リスキリングはデジタルトランスフォーメーシ

ョン等の企業を変革してゆくための人的資本投資

の重要な施策となるため、経営者が必ず関わり、

全社プロジェクトとして行なっていく必要がある。

そのため、全社共通で運用するためのリスキリン

グに関する制度づくりを行い、人事部においても、

採用、人材育成、労務といったグループごとに連

携して進めてゆくことが重要である。 

 

② 将来必要となるスキルの決定 

リスキリングによって身につけるべき将来必要

となるスキルは、実は部門ごと、担当者ごとに異

なる。そのため、各部門と人事部が連携し、どの

ようなスキルが必要となるかを検討し、具体的に

どんな新しいことを学び、スキルを習得するべき

かを具体的に明示する必要がある。一定以上の規

模の中堅企業において部門人事の機能がある場合

は、この部門人事担当者が各部門の上長と将来必

要となるスキルについて検討してゆくことが必要

である。 

将来必要なスキルから現在持っているスキルを

差し引いたもの、これをスキルギャップといい、

リスキリングは言い方を変えると、スキルギャッ

プを解消するための取り組みでもあると言える。 

 

③ 研修制度、学習環境の整備 

将来必要となるスキルが部門ごとに明らかにな

った後、具体的にスキル習得に向けた研修制度や

学習環境の整備を行う。従業員一人ひとりが自由

に好きな時間に学習することができるオンライン

講座を提供する会社と契約をしたり、新しいこと

を仲間と一緒に学ぶことが可能な集合形式の両方

をセットで提供可能なハイブリッドな環境が用意

できると理想的である。特に学ぶことに対して苦

手意識をもつ従業員の方々の学習環境を整えてい

く上で大切なことが、本人の希望と適性に配慮を

した支援体制を用意することである。 

 

④ 従業員のスキルの可視化を行う 

リスキリングを行う上でとても大切なのが、

「スキルの可視化」である。現在従業員がどんな

スキルを保有しているのか、を把握していない企

業は実はとても多い。例えば、会社の中では営業
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の仕事をしている従業員が、週末にボランティア

でＮＰＯのウェブサイトを作っている場合なども

ありえる。従業員がどんなスキルを持っているの

か、スキルの棚卸しを行うことで、どんなスキル

をこれから身につけたら良いかを考える前のスタ

ート地点が把握でき、また社内に埋もれてしまっ

ているスキルを発見することに繋がる。欧米など

では、スキルの可視化を行うためにＡＩを活用す

るスキルテックの導入なども進んでいる。 

 

⑤ 学習履歴の証明 

従業員のリスキリングが進んでいった後、研修

の修了書と同様にオンライン講座等で学んだスキ

ルを証明する仕組みを用意することで、誰がどの

ようなスキルを持っているのか、が将来的に明ら

かになる。日本ではオンラインバッジという名称

が一般的になってきており、積極的にリスキリン

グに取り組む従業員を評価し、社内における配置

転換等を検討する際に役立つのである。 

 

⑥ 配置転換先の準備と社内公募制度の拡充 

従業員がリスキリングを開始し、新しいことを

学び新しいスキルを身につけたにも関わらず生か

す場所がないということがないよう、予め配置転

換先を用意することがとても重要である。例えば

デジタルスキルを身につけたものの事業としては

まだ活かせないといった場合には、新規事業創出

のための部門を創出する等の工夫も必要になって

くる。またリスキリングを行うことに積極的な従

業員にチャンスを作るために手挙げ式の社内公募

制度を開始することも検討されると良い。 

⑦ スキルレベルに基づく報酬制度の運用 

リスキリングを実施し、新しいスキルを身につ

けた従業員への処遇に変化がない場合、そのスキ

ルを高く評価してくれる外部の企業への転職を誘

発する可能性が高くなる。日本では長きにわたっ

て給与が上がらないという課題を抱えていたが、

リスキリングを行い、「学んだら昇給昇格」とい

う文化を定着させてゆくことも優秀な人材を社外

流出させないためにもとても重要である。最終的

には、保有しているスキルを評価する給与制度を

作ることで、リスキリングを加速させてゆく原動

力になっていく。 

 

７．リスキリングに対する 

公的支援策 
 

海外のデジタル先進国と比較すると、まだまだ

十分な状況とはいえない部分もあるが、国や自治

体がリスキリングを支援するための助成金などを

提供し始めている。例えば、厚生労働省は、人材

開発支援助成金「事業展開等リスキリング支援コ

ース」を用意し、デジタル化やグリーン化に取り

組む企業を支援すべく、助成金を提供している

（図表３）。 

図表３をご参照頂いても分かる通り、中小企業

への経費助成率は３／４まで助成可能になってお

り、地方自治体によっては、残りの１／４を助成

することで、リスキリングに取り組む企業を全面

的に応援する支援体制が整っているところもある。 
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図表３ 厚生労働省の人材開発支援助成金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「人材開発支援助成金（事業展開等リスキリング支援コース）のご案内」（厚生労働省）より著者作成 

 

 

８．リスキリングを成功させる

ための労働組合の役割 
 

リスキリングを企業で成功させるために、フラ

ンスやシンガポール、アメリカでは労働組合が活

躍している。リカレント教育をはじめ、従業員の

個人の意欲に依存する支援の仕組みと混同がある

中、雇用を守りながら成長事業への労働移動を実

現していくためには、労働組合のリスキリング制

度の導入に向けた支援が不可欠である。例えば、

地方自治体の皆様とリスキリング推進協議会のよ

うな組織を作る場合、連合や産業別組合の方が関

わっている。各地域ごとに強い産業と地域の政策

を連動させていくためにも、労働組合の積極的な

関与が必要である。労働組合の皆様にお願いした

いこととして、賃上げは当然重要な交渉テーマで

あるが、成長事業の創出に対するリスキリング環

境の確保も、労働組合の皆様の交渉の大事な争点

である。そのためにも、労働組合の皆様ご自身が

率先してリスキリングに取り組み、その経験を社

内の制度設計に生かしていくことが求められる。 

またＯＥＣＤの労働組合諮問委員会であるＴＵ

ＡＣの報告書によると、労働組合の関与がスキル

向上を促す社内の研修システムの有効性と持続可

能性を高めるとの研究成果が発表されているが、

米国における労働組合の動きは今後の労使関係を

変化させ、リスキリングを成功させるために大き

な影響力を持ってゆくのではないかと考えている。 

労働移動を促す施策として北欧のフレキシキュ

リティが注目されているが、デンマーク、スウェ

ーデンにおいては国、企業、労働組合が三社契約

を締結することで、リスキリングの内容や質の維

持、継続的な仕組み作りを行っている。またオー

ストラリアの首都キャンベラ市では、バス会社、

製造業の労働組合と共に三社契約を結び、既存の

内燃機関のバスの整備士が失業せずにＥＶ分野の

バスの整備士に配置転換できるようにリスキリン

グを進めている。 

政府・自治体、業界団体、労働組合、働く従業

員が一致団結してリスキリングに取り組み、日本

においては雇用を守りながらリスキリングを通じ

て「失業なき成長産業への労働移動」が実現でき

ることを願ってやまない。 


